
科 目 科 目

Ⅰ事業活動収支の部 （収入の部）

１．事業活動収入 １．基本財産収入 1

①基本財産運用収入 408 ２．基本財産運用収入 408

基本財産受取利息収入 408 基本財産利息収入 408

②特定資産運用収入 73 ３．事業収入 297,000

特定資産受取利息収入 73 ① 県受託金 71,000

③事業収入 257,541 ② 市町村等受託金 30,000

受託事業収入 237,541 ③ 機構受託金 178,000

負担金収入 20,000 ④その他受託金 18,000

④雑収益 269 ４．雑収入 650

受取利息収入 119 ① 受取利息 500

雑収入 150 ② 雑収入 150

事業活動収入計 258,291 ５．預り負担金収入 26,555

２．事業活動支出 ６．保証金戻り収入 1

①事業費支出 267,050 ７．特定預金取崩収入 139,017

人件費支出 129,301 ① 退職給与引当預金取崩収入 1,690

業務費支出 137,749 ② 預り負担金積立預金取崩収入 55,827

②管理費支出 1,901 ③ 公益事業繰入預金取崩収入 11,500

人件費支出 532 ④ 水資源開発施設基盤整備預金取崩収入 70,000

その他管理費支出 1,369 ８．負担金収入 20,000

事業活動支出計 268,951 当 期 収 入 （Ａ） 483,632

事業活動収支差額 △ 10,660 前 期 繰 越 33,240

Ⅱ 投資活動収支の部 収 入 合 計 （Ｂ） 516,872

１．投資活動収入

投資活動収入計 0 （支出の部）

２．投資活動支出 １．事業費 238,920

投資活動支出計 0 ① 普及啓発費 11,300

投資活動収支差額 0 人件費支出 8,500

Ⅲ 財務活動収支の部 業務費支出 2,800

１．財務活動収入 ② 県受託事業費 57,660

①預かり負担金収入 1,923 人件費支出 19,450

預かり負担金収入 1,923 業務費支出 38,210

②特定資産取崩収入 26,287 ③ 市町村等受託事業費 27,520

退職給与引当預金取崩収入 0 人件費支出 5,750

預り負担金取崩収入 18,451 業務費支出 21,770

賞与引当預金取崩収入 7,836 ④ 機構受託事業費 125,360

平成２３年度 収 支 予 算 書
（単位:千円）

予算額 予算額

当 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額



科 目 科 目

③その他資産取崩収入 113,000 人件費支出 71,900

公益事業繰入預金取崩収入 13,000 業務費支出 53,460

水資源開発施設基盤整備預金取崩収入 100,000 ⑤ その他受託事業費 14,880

財務活動収入計 141,210 人件費支出 13,700

２．財務活動支出 業務費支出 1,180

①預かり負担金支出 18,451 ⑥ 水資源開発施設基盤整備事業費 2,200

預かり負担金支出 18,451 業務費支出 2,200

②特定資産積立支出 10,099 ２．管理費 75,250

退職給与引当支出 340 人件費支出 47,040

預かり負担金積立預金支出 1,923 その他管理費支出 28,210

賞与引当金支出 7,836 ３．固定資産取得支出 500

③その他資産積立支出 100,000 什器備品購入支出 500

公益事業繰入積立預金支出 50,000 ４．無形固定資産取得支出 500

水資源開発施設基盤整備積立預金支出 50,000 ソフトウエア購入支出 500

財務活動支出計 128,550 ５．保証金支出 1

財務活動収支差額 12,660 ６．預り負担金支出 55,827

７．特定預金支出 107,632

退職給与引当預金支出 877

賞与引当預金支出 10,200

預り負担金積立預金支出 26,555

水資源開発施設基盤整備預金支出 70,000

８．繰入金支出 2

基本財産繰入金支出 1

公益事業繰入金支出 1

Ⅳ 予備費支出 2,000 ９．予備費 5,000

当期収支差額 0 当期支出合計 （Ｃ） 483,632

前期繰越収支差額 33,910 当期収支差額 （Ｄ） 0

次期繰越収支差額 33,910 次 期 繰 越 （Ｂ）－（Ｃ） 33,240

前年度予算は、平成１６年１０月改正前の「公益法人会計基準」（昭和６０年９月１７日 公益法人指導監督
連絡会決定）により従前どおり表示している。

注記

予算額 予算額

当 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額


